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1 はじめに 

東海地震については,平成 14 年 4 月中央

防災会議において,新たな想定震源域を反

映した強化地域の見直しが行われた。ま

た,1854 年の安政東海地震から 150 年間大

地震が発生していないことから,相当な歪

みが蓄積しているものと考えられ,いつ起

こってもおかしくないと言われている。 

また,東南海・南海地震についても,おお

むね100～150年の間隔で発生していること

から,今世紀前半での発生が懸念されてい

る(東南海・南海地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法が平成14年7月議

員立法により成立)。さらに南関東地域直下

の地震についても,ある程度の切迫性を有

しているとされている。 

このような大規模地震発生の危険の切迫

性に加えて,平成 13 年 9 月の米国同時多発

テロや平成 14 年 10 月のインドネシア・バ

リ島でのテロなどテロ事件の発生も続いて

いる。 

こうしたことから,地域住民の生命,身体,

財産の安全の確保について責任を有する地

方公共団体の首長や幹部職員には,高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度な危機管理能力が求められている。また,

首長を補佐し,具体の災害対応を行うこと

になる防災担当職員や消防職団員に対して

は,実践的な災害対応能力の向上が求めら

れている。そして,災害の際の被害を少なく

するためには,住民一人一人の日頃からの

備えと,いざというときには,自分の身は自

分で守ること(自助),隣近所で助け合うこ

と(互助)が最も重要であり,住民の防災意

識の啓発,地域の防災リーダーの育成が求

められている。 

消防庁では,以上のような問題意識から,

平成 14 年 8月から「防災・危機管理教育の

あり方に関する調査懇談会」(座長樋口公啓

日本経団連副会長。以下「調査懇談会」とい

う。)を開催し,①防災,危機管理に関わる者

に求められる意識・能力,②防災・危機管理

能力の向上に必要な教育・訓練の内容,③関

係機関が果たすべき役割,④e-ラーニング

等遠隔教育の実施について,検討を進めて

いる。 

本稿では,防災・危機管理教育の現状と課

題について概説するとともに,消防庁での

検討の方向性等について紹介する。なお,文
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中意見にわたる部分は私見である。 

 

 

2 防災教育の現状 

調査懇談会で報告された防災教育の例を

概説すると次のとおりである。 

(1)消防大学校 

消防庁の付属機関として消防大学校があ

り,主に消防職員,消防団員の幹部等に対す

る教育訓練を実施している。併せて,地方公

共団体の防災責任者等を対象とした危機管

理講習会を実施している。 

(2)消防学校 

全都道府県及び札幌市等 8 政令市に消防

学校が設置されており,消防庁の定める「消

防学校の教育訓練の基準」(昭和 25 年消防

庁告示第 1 号)に基づき,主に消防職員,消

防団員を対象に,次のような教育訓練を実

施している。その中で,防災・危機管理につ

いてもカリキュラムに取り入れられている。 

ア 消防職員 

① 初任教育(900 時間以上) 

② 専科教育(警防・予防・機関・救急・

救助科) 

③ 幹部教育 

イ 消防団員 

①普通教育(24 時間以上) 

② 専科教育(警防・予防・機関科) 

③幹部教育 

ウ その他 

ア,イのほか,学校によっては,自衛消

防隊や少年消防クラブ,婦人防火クラブ

等を対象とした教育訓練も実施されて

いる。 

(3)富士常葉大学 

静岡県富士市にある富士常葉大学では,

平成 12 年度から,「環境防災学部」(1 学年

約 150 人)設立し,地球環境と地域の安全を

守る人材を育成している。 

環境防災学部の防災マネジメントコース

では,「基礎科目」(地域の災害,防災の技術

等),「専門共通科目」(地球のダイナミクス,

災害発生のメカニズム等)のほか,「防災マ

ネジメント科目」(災害時の行動,危機管理

と緊急対応,防災情報等),「総合科目」,「演

習」を受講することができ,演習では,野外

演習や図上訓練を実施することとされてい

る。 

(4)人と防災未来センター 

阪神・淡路大震災記念「人と防災未来セン

ター」は,阪神・淡路大震災の経験と教訓を

後世に継承し,国内外の災害による被害の

軽減を図るため,兵庫県が国の補助を受け

て,平成 14 年 4 月に開設した施設である。

同センターの主要な機能の一つに災害対策

に係る実践的な人材の育成があり,平成 14

年度においても,専任研究員の育成と併せ

て,地方公共団体の防災担当職員に対する

研修会等を実施している。 

(5)静岡県 

静岡県では,防災関係職員に対して,1 年

に 1 サイクル,4 つのレベル,31 の到達目標

を設定し,習熟度に応じた要員別防災研修

を各種訓練と体系付けて実施しているほか,

新規採用職員,新規役付職員向けの研修も

行っている。 

また,平成 8 年度から 12 年度までの 5 年

間,静岡県立大学で「防災総合講座」を開設

した(修了者 237 名には知事名により「防災

士」の称号が授与)のをはじめ,災害ボラン
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ティアコーディネーター養成講座を開いて

いる。さらに,地域防災指導員研修,民間事

業所防災リーダー講座,防災教育推進モデ

ル校の指定や小・中・高等学校の教頭を対象

とした研修等を実施している。 

(6)神戸市 

神戸市では,消防団員(約 4000 人)に対す

る研修訓練,市民防災リーダー研修(現在約

2500 人,育成目標 30～50 世帯に 1 人)のほ

か,「こうべまちづくり学校」での防災に関

する各種コースの開催,応急手当の方法の

普及を目的とした市民救命士講習,学校で

の防災教育の支援,自衛消防隊員や災害奉

仕隊員の研修,職員向け講座等を実施して

いる。 

(7)その他 

自治大学校,市町村職員中央研修所,全国

市町村国際文化研修所でも防災・危機管理

に関する講座やカリキュラムが設けられて

いる。また,三重県では「県民防災塾」が,東

京都国分寺市では「市民防災まちづくり学

校」,神奈川県鎌倉市では「市民防災大学」,

愛知県春日井市では「春日井安全アカデミ

ー」,熊本市では「市民防災教室」が開かれ

ている。 

 

 

3 防災教育の課題 

別表は,対象者ごとに現在行われている

防災・危機管理に関する研修体制と課題に

ついてまとめたものである。消防職員や消

防団員に対しては,消防大学校や消防学校

によって一定の基準に基づいた教育訓練が

行われていると言える。しかしながら,消防

団員については,企業や事業所等に勤務す

るいわゆるサラリーマン団員の割合が増加

(平成 13 年 4 月現在 68.5%)するにしたがっ

て,宿泊を伴う集合研修が難しい状況とな

ってきている。 

都道府県や市町村の首長等幹部職員につ

いては,いくつかの機関でトップセミナー

等が行われているが,東海地震等の大地震

やテロ等への備えの観点から,内容の充実

が望まれる。防災担当職員については,一部

全国的な研修機関による研修が行われてい

るが,基本的には各地方公共団体によって

研修体制に差があり,防災・危機管理全般の

知識を実践的かつ体系的に修得する機会が

不足しているのではないかと考えられる。 

自主防災組織や婦人防火クラブ,企業,一

般住民向けの研修についても,各地方公共

団体や大学,それぞれの機関等により行わ

れているが,さらに対象者のすそ野を広げ

るため,研修機会の拡大や研修方法の工夫

が望まれているものと考えられる。 

 

 

4 防災・危 1管理教育充実の検討の方向性 

1 でも記述したように,消防庁では,調査

懇談会を開催しながら防災・危機管理教育

の充実に向けた検討を行っているが,その

中では,対象者を,大きく①地方公共団体の

首長等幹部職員,②地方公共団体の防災担

当職員及び消防職団員,③住民に分けて,そ

れぞれに必要な防災・危機管理教育の標準

的なカリキュラムの内容について検討を進

めている。そのうち,住民については,広く

一般的に知っておいていただきたい内容,

地域の防災リーダー,ボランティア,企業に

知っておいていただきたい内容,小中学生
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向けのカリキュラムといった面からの検討

も行っている。 

また,消防大学校,消防学校,各種研修機

関,大学,企業,NPO などが,それぞれの役割

を果たしながら,防災・危機管理教育の充実

を図っていくべきこと,集合研修(座学及び

図上訓練)や実働訓練の重要性は言うまで

もないが,できるだけ多くの方々に,修得し

ていただくために,e-ラーニングによる防

災・危機管理教育を平成 15 年度中に実施す

る方向で検討を行っている。 

懇談会の中では,委員から実践的な教育

訓練の必要性,子供のころからの防災教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の重要性,発災時のマスコミと行政の協同

の重要性に関する意見などが多くだされて

いる。また,e 一ラーニングについても,e 一

ラーニングの長所である「いつでも,どこで

も,自分のベースで受講できる」点を生かし,

短所である受講生のやる気次第で学習レベ

ルに差がつきやすい点を克服するため,コ

ンピュータならではの双方向性を活用して

いかに魅力的なコンテンッを作成するか,

受 P 生にインセンティブを与えるための仕

組みとしてどのようものがあるか,といっ

た観点からの検討が行われている。平成 15

年3月には検討結果が示される予定である。 
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